
1 申請手続（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）
(1) 申請手続
横浜市内で地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の指定を受けようとする方は「指定申請書（第１号様式）」に必要な書類を添付して、横浜市長に申請を行います。

申請に必要な書類は、次のとおりです。提出に当たっては、提出用の他、提出書類一式をコピーした控えをご用意ください。

【申請に必要な書類一覧】　
	種別
	書類名

	申請書
	指定申請書（第1号様式）

	付　表
	付表６　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者の指定に係る記載事項

別添　指定申請に係る添付書類一覧

	添付書類
	１　申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

２　特別養護老人ホームの許可証等の写し

３　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

・雇用契約書（写しでも可）等、従業員と法人との間で雇用の意思が確認できる書類

⇒申請の際に確認し、その場で返却します。提出の必要はありません
４　管理者及び介護支援専門員の経歴書
・介護支援専門員証の写し

５　事業所の平面図・案内図
・外観及び内部の写真

６　居室面積等一覧表

７　設備・備品等に係る一覧表

　　・「防火対象物使用開始届出」に基づいて発行される「検査結果通知書」
８　本体施設の概要、本体施設との間の移動経路、方法及び移動時間、従業者の連携状況

９　併設する施設の概要

10　施設を共用する場合の利用計画

11　運営規程

12　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

13　当該申請に係る事業に係る資産の状況

・損害賠償発生時に対応が可能であることがわかる書類

・法人市民税の納税証明書（直近１か年分）
14　協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容

15　法第78条の２第４項各号に該当しないことを誓約する書面及び役員の氏名等一覧

16　介護支援専門員一覧

17　運営推進会議の構成員

18　事業運営実績表

19　地域密着型介護(予防)サービス費の請求に関する事項

（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表、加算体制チェック表及び添付書類）



(2) 申請に必要な書類一覧

【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護指定申請に必要な添付書類の詳細】

	番号
	添付書類
	内容

	１
	申請者（開設者）の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等
	①地域密着型サービスを実施する旨の記載のある定款又は寄附行為の写し
②地域密着型サービスを実施する旨の記載のある登記事項証明書の原本又は条例の写し

・事業所が賃貸の場合、賃貸借契約書等の写しを添付してください。なお、原本を申請の際に確認し、その場で返却します。
・事業所が申請者所有のものである場合は、登記簿等の写しを添付してください。



	２
	特別養護老人ホームの許可証等の写し
	○許可証の写し

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

（参考様式１）
	①管理者及び従業者全員の、毎日の勤務すべき時間数（４週間分）を記入した勤務表

・職種の分類は、管理者、医師、生活相談員、介護職員、看護職員、栄養士、機能訓練指導員、介護支援専門員です。

・職種毎、勤務形態順に記載してください。

・ユニット型の場合はユニットごとに作成してください。

・兼務していている場合は時間数を按分し、職種ごとに分けて記載してください。（介護支援専門員との兼務の場合のみ、職種ごとに按分する前の時間を記載してください。）

②雇用契約書（写しでも可）等、従業員と法人との間で雇用の意思が確認できる書類

⇒申請の際に確認し、その場で返却します。提出の必要はありません
・勤務地、職務内容、勤務体制がわかるようにしておいてください。（勤務表と一致しているか確認します。）

・勤務表に記載してあるお名前の順番に並べたうえでお持ちください。

	４
	管理者及び計画作成担当者の経歴書

（参考様式２）
	○職務内容、職務に関する研修受講状況等を記載してください。

【介護支援専門員】

○介護支援専門員証の写し（８桁の番号が確認できるもの）

	５
	事業所の平面図

（参考様式３）
	①事業所の平面図（用途・面積及び各居室の定員を明示した図面（できるだけＡ４版でお願いします）

②事業所周辺の案内図

・住宅地図の写しなど

③事業所の外観及び各居室や設備の様子がわかる写真

・外観、出入口、居室及びその前の廊下部分（１室のみで可）、静養室、浴室、洗面設備、便所、医務室、食堂、機能訓練室、の各写真

・写真は（ユニット型の場合はユニットごと）Ａ４の紙に貼付し、それぞれに説明を記入してください。

	６
	居室面積等一覧表
	○部屋の種類の欄は、居室の大きさ毎にまとめて、居室Ａ，Ｂなどと記入してください。

	７
	設備・備品等に係る一覧表

（参考様式５）
	・介護上配慮している設備

・非常災害時の設備（消火器、火災報知器等）

を記入してください。

・「防火対象物使用開始届出」に基づいて発行される「検査結果通知書」を添付してください。

	８　
	本体施設の概要、本体施設との間の移動経路、方法及び移動時間、従業者の連携状況

（定形の様式はありません）
	○サテライト型施設の場合に記入してください。

　

	９
	併設する施設の概要

（定形の様式はありません）
	・居宅サービス事業所や他の地域密着型サービス事業所の併設事業所の状況を記入してください。

・併設事業所の人員基準を緩和する場合は、どの施設のどの従業者を置かないかが分かるように記入してください。

	10
	施設を共用する場合の利用計画

（定形の様式はありません）
	・原則として施設は専用となりますが、支障がない場合は、他の事業等との共用ができます。その場合は、支障がないことが分かるよう、考え方を明らかにしてください。

	11
	運営規程
	①次の内容について、具体的かつ分かりやすく定めてください。

・施設の目的及び運営の方針

・施設の名称及び所在地

・従業者の職種、員数及び職務内容

・入所定員

・指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の内容及び利用料その他の費用の額

　（料金表を添付するなど、具体的に定めてください）

・施設の利用に当たっての留意事項

・非常災害対策

・その他運営に関する重要事項

（従業者及び退職者の秘密保持、従業者の研修等）

②利用料及びその他の額の種別ごとの積算の根拠

	12
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（参考様式７）
	○次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

・利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

・円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

・苦情があったサービス事業者に対する対応、方針等

・その他参考事項

	13
	当該申請に係る事業に係る資産の状況

（参考様式９、10）
	①決算の状況等が分かる書類

・直近の決算書の写し（表紙及び貸借対照表）

・決算書がない場合は、法人名義の預金通帳の写し等

②事業計画書（指定予定年月日から１年間のもの）。次の事項を分かりやすく記載してください。

・事業の目的等

・事業開始日

・職員配置予定員数

・利用者数の見込み

③収支予算書（指定予定年月日から１年間のもの）

④損害賠償発生時に対応が可能であることがわかる書類

・損害保険証書の写し（証書が未着の場合は、申込書及び領収書の写しを添付）

⑤法人市民税の納税証明書  

・本社が市外にある場合で市内に事業所等がある場合は、横浜市分の納税証明書を提出してください。

・本社が市外にある場合で市内に事業所等がない場合は、本社所在地の納税証明書を提出してください。

	14
	協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容
	①利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合に連携する協力医療機関（協力歯科医療機関を含む）と、取り交わした協定書もしくは契約書の写し

	15
	法第78条の２第４項各号に該当しないことを誓約する書面及び役員の氏名等一覧

（参考様式11－１）


	【誓約書】

・指定要件の欠格条項に該当しない旨を誓約する書面

【役員等一覧】

・法人の役員の職名、氏名、生年月日、住所、電話番号、ファックス番号を記入し、それぞれ押印してください。

・役員とは原則として定款で定める者ですが、以下の者について一覧を作成してください。

ア　業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む

イ　事業所の管理者

	16
	介護支援専門員一覧

（参考様式12）
	①当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧

・氏名及び介護支援専門員番号を記載したもの

	17
	運営推進会議の構成員

（参考様式13）
	・指定基準上、指定にあたっては、「既に設置されているか、確実な設置が見込まれることが必要」とされていますので、現在の委員選任状況が分かるような記入をお願いします。

	18
	事業運営実績表

（参考様式15）
	・法人で運営している事業所数を横浜市内、市外に分けて記入してください。

	19
	地域密着型介護(予防)サービス費の請求に関する事項
	①介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

・該当項目を○で囲んでください。

②加算体制チェック表

・加算を算定する場合は、添付書類も提出してください。


※書類は特段の定めがない限り、原則として日本工業規格Ａ４型とします。

2 注意事項

事業者の指定申請をするにあたり、必ず以下の点をご確認ください。

(1) 指定をしない場合
一定の要件に該当する場合は、市町村長は地域密着型サービス事業者の指定をしてはならないとされています（介護保険法第78条の２項第４項及び第115条の12項第２項）。

(2) 指定の更新
指定の有効期間は指定を受けた日から６年間とされており、６年ごとに更新の申請をする必要があります（法第78条の12及び第115条の21）。

(3) 指定の取消等

指定を受けた後に「（１）指定をしない場合」に該当するに至った場合等は、市町村長は指定地域密着型サービス事業者の指定を取消、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができるとされています（法第78条の10及び第115条の19）。

3 その他

(1) 事業の変更・休止・指定の辞退の届出

事業所の名称や所在地、管理者等に変更があったとき若しくは事業を休止又は再開するときは、その旨を指定を行った市町村長に届け出る必要があります。
また、指定の辞退をするときは１か月以上前にご連絡ください。

※具体的な手続の方法については、改めてご説明します。





【様式のデータについて】


横浜市の「高齢者福祉の案内」のホームページに掲載しています。


� HYPERLINK "http://www.city.yokohama.jp/me/kenkou/kourei/" ��http://www.city.yokohama.jp/me/kenkou/kourei/�


（「事業者の方へ」にある）


「各種申請関係」　　→　　「１. � HYPERLINK "http://www.city.yokohama.jp/me/kenkou/kourei/jigyousya/shinsei/shitei/" ��地域密着型サービス関連�」　　　　と進んでください























横浜市 健康福祉局 事業指導室


〒231-0017　　横浜市中区港町１－１


Tel 045-671-2356 / Fax 045-681-7789
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